
No. ページ ご質問・ご意⾒ 回    答

1 全体 ー

構造設計者として耐震性能をどう考え、どうあるべきなのか等、また、性能認証の必要性・有⽤性をもう少し
前段で解説した⽅が良いと思う。
例えば、実施要領(案)に記載されている「免責事項」を踏まえて、発注者、建物所有者など⼀般の⽅に対して
認証制度がどのようなメリットがあるかを伝えることが⼤切だと思う。

前書きにおいて、以下の⽂章を加えました。
「構造躯体だけではなく、建物の機能維持に必要な仕上げ、主要設備に関しても耐震グレード評価を⾏い、バ
ランスの取れた性能設計・リスク管理が⾏えるよう⼯夫されている。より⾼い耐震グレードの設計を指定する
ことにより、使⽤者や発注者のリスクを減らし、建物がより⾼い価値を⽣み出すことが期待できる。」

2 全体
1924年に佐野利器先⽣らが静的震度０.１以上を定めたとき、世界には⾻組解析の⽅法はありませんでした。
1981年に保有⽔平耐⼒を求めよとされたときには、計算法はありませんでした。あるルールを作るとき、現状
の技術レベルに合わせて考えるのでなく、理想を求めて、ターゲットを少し遠くに置くのが良いと思います。

3 全体

対象としている建築物の規模、⾔いたくありませんが、この⽅法を⽤いる構造設計者に求めている能⼒、知識
のレベルが分かりません。
1968年に竣⼯した三井霞が関ビルのスリット耐震壁は我が国で初めての制振装置だと⾔えます。そのご⼤⼿建
設会社、設計事務所は各種の制振構造の取り組みをしています。最近では⻑周期⻑時間地震動を受ける超⾼層
の揺れ防⽌にチューンドマスが積極的に使われています。
これらは、「ブロンズをシルバー」、「シルバーをゴールド」、「ゴールドをプラチナ」、そして「ダイヤモ
ンド」のグレードを求めて、６０年に渡り開発が進んできたのだと思います。
この度の３つの書類、数年前に発⾏されたJSCA耐震性能のテキストを読みましたが、制振構造について陽に書
かれていません。
これらの技術は、優れた構造設計者が⾏う特別なものであるとの扱いなのかも知れません。しかし、⼩⽣は分
かりやすい説明をして、誰にでも使える技術にしなければならないと、常々思っています。
この⽂書の「初めに」、「適⽤範囲」などで、グレードを⾼めるために各種の制振システムを使うのは⾃由で
あり、制振構造を推奨することを述べていただくのでも良いと思います。
どうぞよろしくお願い致します。

4 グレード
表4.2における被害表現（例：軽微な被害〜⼩破）につきまして、⾮専⾨家には「必ず当該被害にとどまる」と
誤解される可能性があります。あくまで⽬安である旨が明確に伝わる表現とすべきではないでしょうか。

表4.2は、認証における⽬標性能を⽰したものです。ここでいう⽬標性能とは、認証要領で定める評価⽤地震動
に対して、設計上⽬指す建物の状態を⽰すものであり、実際の地震時に必ず当該被害状態にとどまることを保
証するものではありません。本⽂に⽬標性能の定義を補⾜しました。

5 グレード
シルバー・ブロンズについて、安全性検証の内容が不明確に⾒受けられるため、最低限の確認内容をご提⽰い
ただく必要があるのではないかと考えます。

シルバー・ブロンズについても、認証要領に定める各グレードの⽬標性能および評価クライテリアに基づき確
認を⾏います。グレードごとに求める性能⽔準を分けており、それぞれ対応する地震動レベル、応答値、損傷
状態等に照らして評価します。

6 グレード 1章

1-2「地震後にどのような被害にとどまること」
「地震後」とは、地震発⽣からどの程度の期間を想定しているのでしょうか。余震を含めた期間なのか、本震
直後の状態を指すのかを明確にしていただけると理解しやすいと思います。連続して⼤地震が発⽣する場合も
あり得ると思います。

本認証における「地震後」とは、認証要領で定める評価⽤地震動による応答値に対して建物状態を想定しグ
レーディングしています。したがって、余震を含む複数回の地震後の状態を直接評価するものではありませ
ん。ただし、より⾼いグレードでは、構造体の損傷を⼩さく抑え、地震後の残余耐震性能を⾼く保つことを⽬
標としているため、結果として余震等に対する安全余裕が⾼まることが期待されます。

7 グレード 4章

表4.2
各項⽬の⽂章が「〜が必要となる。」と断定的な表現になっています。審査要領としては、「〜が求められ
る。」「〜を基本とする。」など、やや柔らかい表現の⽅が適切ではないでしょうか。

表4.2は、認証要領で定める評価⽤地震動に対して、設計上⽬指す建物の状態を⽰すものであり、実際の地震時
に必ず当該状態となることを保証するものではありません。本⽂に⽬標性能の定義を補⾜しました。

8 グレード 1

審査要領の1ページ⽬に「グレードは、構造耐⼒上主要な部分が、地震後にどのような被害状態にとどまること
を⽬標として設計されているかを⽰す指標」とありますが、実地震の被害状況と建物応答の対応は検証されて
いるのでしょうか。（ex：過去の地震被害からS造で層間変形⾓1/100以下なら⼩破程度に収まることの妥当性
などは確認しているのでしょうか。）

本認証で⽤いる応答値や損傷状態の閾値は、本制度独⾃に全ての実地震被害と直接キャリブレーションしたも
のではありません。建築基準法、JSCA性能設計説明書、各種設計指針、既往の性能評価等で⽤いられている考
え⽅や⼀般的な技術的知⾒を参照し、現在の構造設計実務で客観的に評価可能な指標として設定しています。

9 地震 3
ここで取り扱う⻑周期地震動とは何を⽰しているのか。(告⽰の割増しか、サイト波を作成するのか）

本認証でいう⻑周期地震動は、⻑周期地震動対策区域において告⽰・規制則等に基づき検討される⻑周期地震
動を対象としています。サイト固有の⻑周期地震動を別途作成して評価することを本認証上の必須条件とする
ものではありません。具体的には、基整促波等、現⾏制度で⽤いられる⻑周期地震動に関する考え⽅を参照す
るものとします。その旨本⽂を補⾜しました。

10 地震 3
継続時間の⻑い地震波の検討は不要か？

本認証では、認証要領で定める告⽰波および⻑周期地震動対策区域における規制則等に基づく地震動を評価対
象としています。継続時間の⻑い地震波を別途作成して検討することは、本認証上は必須とはしていません。
ただし、設計上必要と判断される場合に、設計者が追加検討を⾏うことを妨げるものではありません。なお、
本認証で対象とする地震動は、建物の耐震性能をグレーディングするための評価⽤地震動であり、あらゆる実
地震に対する⼗分条件を⽰すものではありません。本⽂にその旨追記しました。

11 地震 3
余裕度レベル検証⽤地震動の⼤きさは1.25または1.5とあるが、使い分けはどのように考えるのか？いずれかに
統⼀しないと評価がブレるのではないか？

余裕度レベル検証⽤地震動については、1.25倍または1.5倍のいずれかで検討することとしています。1.25倍と
1.5倍では、それぞれに対応する⽬標性能・判定クライテリアを設定しているため、⼊⼒倍率のみで評価がブレ
るものではありません。

12 地震

建設地の表層地盤の特性を考慮して告⽰波を⽴ち上げると思いますが、その部分についても審査対象になるの
でしょうか。（⼯学的基盤の設定、地盤調査結果、液状化判定や解析⼿法で建物応答が⼤きく変わるものと思
われます。）

⼊⼒地震動の作成⽅法は、認証における確認対象に含まれます。告⽰波の⽴ち上げ、⼯学的基盤の設定、表層
地盤の評価、解析⼿法等については、作成⼿法が確認できる資料を提出いただくことを想定しています。審査
では、提⽰された⼊⼒地震動の作成⽅法が、適切に説明されているかを確認します。その旨を追記しました。

13 地震 6
P6に余裕度レベル検証⽤地震動で「⼊⼒倍率1.25または1.5を適⽤した地震動を使⽤する」とあり、P9の「表
4.5 耐震グレードと⽬標性能」に具体せきな判定基準が記載されているが、1.25または1.5のどちらかを満⾜す
ればよいのであれば、明記した⽅がよいのではないでしょうか。

表4.5と第3章の記載が対応して読めるよう、地震動の設定に関する記載に補⾜を追加します。

14 地震
サイト波のみで構造評定を⾏った場合、告⽰波による検討は必須となるのでしょうか。また、既往波は対象外
となるのでしょうか。その考え⽅を含めご教⽰いただけますと幸いです。

本認証では、告⽰波に対する性能を基本としてグレーディングを⾏います。サイト波や既往波による検討結果
は、設計上の追加的な検討資料として扱うことは考えられますが、それのみをもって本認証のグレーディング
対象とするものではありません。したがって、認証上は告⽰波に対する検討を⾏うことを基本とします。

15 地震
地震地域係数Z（1.0以上と0.7〜0.9）による耐震性能の差は⼤きいため、シルバー以下についても認証表現を区
別すべきではないでしょうか。

Silver以下については、現⾏法令・告⽰における地震地域係数Zの考え⽅に合わせ、Zを考慮した評価を認める
整理としています。⼀⽅、Gold以上については、より⾼い耐震性能を⽰すグレードであることから、Zの扱いに
条件を設けています。

上下動の取り扱いについての記載が⾒受けられませんが、どのようにお考えかご教⽰ください。

本認証は、現時点では告⽰波等に基づく⽔平⽅向の応答評価を基本としています。上下動については、杭につ
いて⼀律に検討を求めるものではありませんが、免震建物等において上下動の影響が重要となる場合には、上
下動の設定⽅法や考え⽅を資料として⽰していただくことを想定しています。ただし、上下動時刻歴解析を⼀
律に必須とするものではありません。その旨を追記しました。

16 地震
将来的に⻑周期地震動が評価項⽬に追加された場合の、既取得認証の取り扱いおよび今後の認証条件について
ご教⽰ください。

法令・告⽰・技術的助⾔等の改定により評価条件が変わった場合でも、既取得認証は取得年度・取得時点の基
準に基づく認証として扱うことを基本とします。

ご指摘の点、ご尤もかと存じます。本来、本認証で⽰している指標などは、能⼒のある構造設計者であれば規
定しなくても⾃主的に設定してきたものかと思います。今回設定した指標は、⾼いグレードを⽬指すのであれ
ば、⼀般の設計者でも⾃然と免震構造・制振構造に誘導されるように⼯夫されておりますが、明⽰するため
に、前書きにおいて、将来の⽬標も含め、以下の⽂章を加えました。
「なお、今回設定したクライテリアは応答層間変形⾓等、現在の構造設計で明⽰されている指標に基づいて判
断を⾏う仕組みとなっている。⾼いグレードを達成するためには、免震構造、制振構造など損傷を特定部材に
限定させ主構造を無損傷にとどめる、いわゆる損傷制御の考え⽅を導⼊することが効率的であり、より震災後
の復旧が容易になる効果が得られる。なお、継続使⽤を保証するために建物に供給される通信や電⼒の保証な
ど、外部からのインフラの靭性については評価の対象としていない。地震⼊⼒の確からしさの評価も永遠の課
題である。このような種々の指標を考慮した包括的な評価へと発展させていくことを将来の⽬標に、まずは客
観的な指標で運⽤可能な仕組みでの建物単位での認証を今回スタートさせたことをご了解いただけると幸いで
ある。」
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17 地震 5章
表5.1「⻑周期地震動に対する配慮」
「その他」の項⽬については、例⽰であることが分かるよう「等」を付記した⽅が誤解が少ないと思います。

ご指摘のとおり、表5.1の該当項⽬は例⽰であることが分かるよう、「⻑周期地震動に対する配慮等」「その他
必要な事項等」など、表現を修正しました。

18 閾値 RC 14
鉄筋コンクリート造の閾値について、フレーム構造と壁フレーム構造で分ける必要はないか？

現時点の表5.3は、主としてRC造のフレーム部材を対象とした閾値として整理しています。その旨追記しまし
た。耐震壁を含む壁フレーム構造については、引張・せん断・軸⼒の組合せや限界状態の扱いに課題があるた
め、今回の認証要領では直接の対象とはせず、今後の検討課題とします。

19 閾値 RC
表5.3における「軽微な被害〜⼩破」の備考欄は、記載不要との認識でよろしいでしょうか。

ご認識のとおり、現時点では「軽微な被害〜⼩破」の備考欄に追加記載は不要と考えています。必要な判定内
容は、表中の閾値および本⽂の説明により確認する整理とします。

20
閾値 基礎及
び地下

16
表5.4、表5.5において、終局耐⼒以下⇒終局耐⼒未満としなくて良いか？

原則として「以下」とする⽅向で整理します。未満と表現していた部分については、終局耐⼒に対する余裕を
⾒込む程度を閾値に記載しました。

21
閾値 基礎及
び地下

2.余裕度レベル検証⽤地震動に関して、基礎や⾮構造部材、及び建築設備の検証⽤としては利⽤しない。とあ
りますが、審査要領として利⽤しないとご記載された理由をご教授頂けませんでしょうか？（意⾒ではありま
せん）

余裕度レベル検証⽤地震動は、主として上部構造および免震層の⽔平応答に対する余裕度を確認するための評
価⽤地震動として位置づけています。基礎については、極めて稀に発⽣する地震動に対するクライテリアをグ
レードごとに設定しており、その中で基礎性能の余裕を確認する考え⽅としています。また、⾮構造部材およ
び建築設備については、余裕度レベル検証⽤地震動に対する⼀律のクライテリアを設定するのではなく、極め
て稀に発⽣する地震動に対する設計上の配慮を評価するものとしています。必要に応じて、発注者と設計者の
間で余裕度レベルに対する追加的な⽬標性能を設定することは妨げません。

22
閾値 基礎及
び地下

・地下構造の⽔平震度0.2の下限につきまして、サイト波および地盤相互作⽤解析を実施した場合にも適⽤され
るのかご教⽰ください。

地下構造の⽔平震度0.2は、地下応答値が明確に得られていない場合の⽬安・下限として設定したものです。地
盤・構造相互作⽤解析等により妥当な応答結果が得られている場合には、その応答結果を⽤いることができま
す。この場合、応答結果に基づき0.2を下回る値を採⽤できる場合もありますが、建物規模や検討⽅法によって
は0.2を下限として扱う場合もあるため、事前協議を⾏ってください。

23
閾値 基礎及
び地下

・杭体の曲げ（表5.5）につきまして、設計クライテリアが規定されているかご教⽰ください。
杭体の曲げについては、現時点では塑性率等による⼀律の数値クライテリアは設定していません。杭体の安全
性については、通常の設計・性能評価と同様に、N-M関係等に基づき、作⽤軸⼒・曲げモーメントが杭体の終
局耐⼒以下に収まることを確認する考え⽅としています。

24
閾値 基礎及
び地下

5章

表5.4 構造部材の損傷区分
⼩破の閾値について「極限⽀持⼒未満」と規定しつつ、備考では「極限⽀持⼒に対して1〜2割程度の余裕を確
保する」とされています。
無被害・軽微・中破については極限⽀持⼒に対する割合が明確に⽰されているため、⼩破のみ定性的な表現と
なっている点にやや違和感があります。閾値の考え⽅を補⾜いただけると理解しやすいと思います。

原則として「以下」とする⽅向で整理します。未満と表現していた部分については、終局耐⼒に対する余裕を
⾒込む程度を閾値に記載しました。

25
閾値 基礎及
び地下

5章

表5.5 基礎の引抜き判定
無被害から⼩破の範囲において、基礎の引抜きを許容するのか否かが読み取れませんでした。本⽂または表中
で明⽰していただけるとよいと思います。

無被害から⼩破の範囲においては、杭が実際に引き抜かれる状態を許容する趣旨ではありません。⼀部の杭に
引抜⼒が発⽣することはあり得ますが、引抜耐⼒以内に収まり、鉛直⽀持能⼒を保持することを確認する考え
⽅です。

26
閾値 ⾮構造
設備

表5.7 ”内装材/構造体の耐震性能との整合有無”欄の値について、4,2とあるが、4,4,2が正ではないか？また点
数計算が分かり難いので応答値との⽐較の欄も１つではなく複数にわけて分かりやすくするべきではないか。

ご指摘の通り、内装材/構造体の耐震性能との整合有無”欄の値について、4,4,2が正となります。分かりやすく
するために注記に補⾜します。

27
閾値 ⾮構造
設備

⾮構造部材の応答倍率が⼀律で決められているが、⾮構造部材と建物の固有周期の関係を確認した上で（共振
しないことを確認するなどして）設定する必要はないか。

⾮構造部材の応答倍率については、⾮構造部材の耐震設計施⼯指針等で⽤いられている標準的な考え⽅を参照
して設定しています。本認証では、個別部材ごとに共振の有無を詳細に確認することを⼀律には求めず、設計
図書上、⾮構造部材に対して適切な耐震配慮がなされているかを確認する考え⽅としています。

28
閾値 ⾮構造
設備

表5.8 ”配管、ラック/部材・配管等の変形性能”欄に「10,6,4」と3つ値があるが、どの場合にどの値を選択す
るのかの解説が必要。

設置仕様に対して「建築設備耐震設計・施⼯指針」（⽇本建築センター）におけるグレードに応じた評価点と
しています。分かりやすくするために表現を補⾜します。

29
閾値 ⾮構造
設備

⾮構造部材、建築設備のグレードが特記記載事項と応答値で決定されるとなっているが、実際の固定⽅法や強
度まで考慮する必要ないか？構造体の評価とはレベルに差があることを説明したほうがよいのではないか。

⾮構造部材・建築設備の評価は、構造体の応答値評価とは異なり、設計図書上の耐震配慮や仕様を確認する加
点評価として位置づけています。実際の施⼯詳細や固定状態そのものを⼀律に審査対象とするものではなく、
設計内容が施⼯に反映されることを前提に、特記仕様書、設備図、耐震設計⽅針等により確認します。

30
閾値 ⾮構造
設備

P.19_建築設備について
EVに対する耐震グレードの評価点はありませんか。（中間免震対応EVなど、免震層の変形量に対して被害想定
が変わると考えております。）

エレベーターおよびエスカレーターについては、独⾃の基準・規定があるため、本認証における建築設備の評
価対象からは除外する⽅針です。

31
閾値 ⾮構造
設備

余裕度検証レベルは地上部の耐震性能検証に⽤い、基礎や⾮構造部材及び建築設備の検証⽤としては利⽤しな
い。との記載がございます。
基礎については、極めてまれに発⽣する地震動時のクライテリアが、グレード毎に厳しくなっているので、間
接的に余裕度検証⽤地震動レベルに対しても検証できていることになると考えられます。
⼀⽅、⾮構造部材の変形追従性については、余裕度検証レベルの際に1/75までを許容した場合、建物としての
整合性が確保できないと思われますが、考え⽅をご教授ください。

本認証では、⾮構造部材・建築設備については、極めて稀に発⽣する地震動に対する設計上の配慮を評価する
ことを基本としています。余裕度レベル検証⽤地震動に対する⾮構造部材の変形追従性等については、⼀律の
認証クライテリアとしては設定していません。必要に応じて、発注者と設計者の間で余裕度レベル時の⾮構造
部材・設備に関する⽬標性能やクライテリアを別途設定することが考えられます。

32
閾値 ⾮構造
設備

⾮構造部材の設計結果を図⾯での照査（ディテール）も基準図として図⾯化したものを審査対象としたら如何
でしょうか？

⾮構造部材・設備については、耐震配慮が確認できる資料として、特記仕様書、設備図、層間変形⾓への追従
性が分かる図⾯など、⾮構造部材・設備の耐震仕様が確認できる図⾯等を提出いただきます。

33
閾値 ⾮構造
設備

⾮構造部材の応答倍率（外壁・内壁・床：1.0、天井：2.0）の根拠と、継続使⽤性との関係についてご教⽰くだ
さい。
「⾮構造部材の耐震設計施⼯指針」（⽇本建築学会）に準拠した場合、静的解析をベースとした検討⼿法のた
め、実態に合っていない可能性はないでしょうか。時刻歴応答解析結果の反映についての考え⽅を整理いただ
けないでしょうか。

⾮構造部材の評価では、AIJ指針等に基づく標準的な応答倍率や設計⽤震度を基本とします。本認証では、⾮構
造部材の詳細な動的挙動を個別に再解析することまでは⼀律に求めず、時刻歴応答解析結果が設計上どのよう
に反映されているかを確認します。
なお、本認証評価は、申請時点の設計内容に基づき、⾮構造部材に関する設計上の耐震配慮を確認するもので
あり、実際の地震時の被害、地震後の継続使⽤、または施⼯品質を保証するものではありません。

34
閾値 ⾮構造
設備

建築設備について、センター指針に基づく耐震性能により継続使⽤が担保されるのかご教⽰ください。
建築設備の評価は、建築設備耐震設計・施⼯指針等に基づく設計上の耐震配慮を確認するものです。地震後の
継続使⽤性、機能維持、復旧期間を担保または保証するものではありません。

35
閾値 ⾮構造
設備

⾮構造部材・建築設備の評価点（％）と継続使⽤性との関係が不明確であるため、ご教⽰いただけないでしょ
うか。

⾮構造部材・建築設備の評価点は、継続使⽤性を直接保証する指標ではありません。設計図書上、⾮構造部
材・建築設備についてどの程度耐震配慮がなされているかを確認するための⽬安・加点評価です。したがっ
て、評価点が⾼いことは耐震配慮の程度を⽰しますが、実際の地震後の継続使⽤や機能維持を保証するもので
はありません。

36
閾値 ⾮構造
設備

表5.7について
 ・FAFの定義をご教⽰ください。
 ・エレベーターおよびエスカレーターも評価対象とすべきではないでしょうか。

FAFはフリーアクセスフロアであることを記載しました。なお、エレベーターおよびエスカレーターについて
は、独⾃の基準・規定があるため、本認証の⾮構造部材・建築設備評価の対象外とする⽅針です。

37 閾値 免震 17

P.17_⾯圧の応答閾値について
免震装置の⾯圧について、引張限界強度未満と引張限界強度以下について「未満」と「以下」で軽微な損傷と
⼩破で切り替えておりますが、共に引張限界強度未満に統⼀してもよいのではありませんか。

ご指摘を踏まえ、免震装置の⾯圧に関する「未満」「以下」の表現を整理します。軽微な被害および⼩破にお
ける判定表現については、「以下」に統⼀し、未満としていた部分については必要な裕度を記載しました。



38 制振構造 12
制振建物の制振部材に対する閾値（温度や速度）の確認は不要か？

今回の規定では、免震部材については各⼊⼒レベル、グレードごとのクライテリアを明⽰していますが、制振
部材は多様であり、⼀律に表記することが困難であるため、性能設計⽅針への記述をもって判断する⽅針とし
ております。その旨追記しました。

39 制振構造

制振構造に⽤いられる各種のダンパーは、⾻組の中に組み込まれ、層間変形依存、層間速度依存など多種多様
ですが、総称してサプリメンタルダンパーとも⾔われます。⼀度の地震で受けるダメージがどの程度に⾄るか
なども考察されています。オイルダンバーなどは経年によって機能が落ちることも考察しなければなりませ
ん。これらのダンパーは構⾯直⾏⽅向の動きを受けることが無視できない場合もあります。⽶国では、これら
のダンパーを階を超えて⻑い距離を繋いで設置することも⾏われ、接合部の数を減らすだけでなく、ダンパー
部材に⼤きな変形を与える⼯夫も⾏われています。例えば、シアトルでLeslie Robertsonの先輩のJohn Skilling
が設計したColumbia Seafirst Center（1985）があります。
この度の３つの書類に加え、数年前に発⾏されたJSCA耐震性能のテキストを読みましたが、制振構造について
どこにも「陽」に書かれていません。
これらの制振技術は、優れた構造設計者が⾏う特別なものであるとの扱いなのかも知れません。しかし、⼩⽣
は分かりやすい説明をして、誰にでも使える技術にしなければならないと、常々思っています。
できれば、⽂書の「初めに」または「適⽤範囲」などで、グレードを⾼めるために各種の制振システムを使う
のは⾃由であり、制振構造を推奨することを述べていただくと良いと思います。
どうぞよろしくお願い致します。

前書きに下記の表現を加えました。
「なお、今回設定したクライテリアは応答層間変形⾓等、現在の構造設計で明⽰されている指標に基づいて判
断を⾏う仕組みとなっている。⾼いグレードを達成するためには、免震構造、制振構造など損傷を特定部材に
限定させ主構造を無損傷にとどめる、いわゆる損傷制御の考え⽅を導⼊することが効率的であり、より震災後
の復旧が容易になる効果が得られる。なお、継続使⽤を保証するために建物に供給される通信や電⼒の保証な
ど、外部からのインフラの靭性については評価の対象としていない。地震⼊⼒の確からしさの評価も永遠の課
題である。このような種々の指標を考慮した包括的な評価へと発展させていくことを将来の⽬標に、まずは客
観的な指標で運⽤可能な仕組みでの建物単位での認証を今回スタートさせたことをご了解いただけると幸いで
ある。」

40 制振構造

5.2.2（4）ダンパーに関する記載
「ダンパーの許容値については、性能設計⽅針に明記するものとし…」
許容値については性能設計⽅針への記載のみで⼗分と考えているのか、あるいは⼀定の基準値を設ける考え⽅
なのかが分かりにくく感じました。
また、「免震部材において…」との記載がありますが、ダンパーを免震部材として扱うことを想定しているの
でしょうか。制振ダンパーとの関係も含め、対象範囲を明確にしていただけると理解しやすいと思います。

今回の規定では、免震部材については各⼊⼒レベル、グレードごとのクライテリアを明⽰していますが、制振
部材は多様であり、⼀律に表記することが困難であるため、性能設計⽅針への記述をもって判断する⽅針とし
ております。

41 設計⽅針 4

P4に「この段階で、設計⽅針が制度の定める⽔準に達していない場合は、以降の技術的審査には進まず、認定
の対象外とする。」とあるが、⼤⾂認定を取得している建物であればBronzeのグレードに達していると考えて
よいのではないですか。この⽂章は⼤⾂認定を取得せずJSCA耐震性能認証を取得を希望する物件を対象として
いると考えてよいですか。

⼤⾂認定を取得している建物であっても、認証を受けようとするグレードに対して設計⽅針や評価内容が整合
していることを確認する必要があります。したがって、この記載は、制度の趣旨に明らかに整合しない設計を
認証対象から除外するための確認段階として位置づけています。

42 設計⽅針 6章

6-1
「設計思想」を評価対象とするようにも読めますが、思想そのものは設計者の⾃由に委ねられるべきものと考
えます。そのため、「設計⽅針」などの表現の⽅が適切ではないでしょうか。

設計⽅針に統⼀し修正します。

43 審査 11

P.11_時刻歴応答解析による検討⽅法
時刻歴応答解析を⽤いて応答値を算定することを基本ありますが、耐震建物についても、申請時の計算書とは
別途に時刻歴応答解析を⾏った結果を元にグレードの評価を受けることが可能ですか。

本認証における技術的評価は、時刻歴応答解析により応答値を算定することを基本としています。建築確認時
に時刻歴応答解析を⽤いていない建物であっても、認証評価⽤に時刻歴応答解析を実施し、その結果に基づき
応答値や損傷状態を整理できる場合には、認証評価の対象とすることが可能です。なお、適⽤可能な建物規模
や解析条件については、認証要領および実施要領に基づき確認します。

44 審査

「時刻歴応答解析によるもの（⾼さ60m超える建築物）、免震建物など」以外の建築物については性能評価を
通すような作業（概要書の作成含む）をイメージすればよいのでしょうか。提出書類はどの程度の資料が必要
になるのか伺いたいです。

認証にあたっては、建物概要、設計⽅針、⼊⼒地震動、解析モデル、時刻歴応答解析結果、各グレードに対す
る判定根拠、⾮構造部材・建築設備の評価資料等を整理していただくことを想定しています。提出資料の⽔準
としては、性能評価等で⽤いられる資料に相当する内容を基本としつつ、具体的な資料範囲については事前相
談・受付時に調整します。なお、本認証のために別途、任意評定等を取得することまでは必須ではありませ
ん。

45 審査
提出物に関して、参考事例などがあると具体的な作業のイメージがつきやすいと思います。⽂章のみでは、ど
の程度の作業ボリュームになるか判断が難しいと思いました。

ご指摘を踏まえ、申請者が作業内容を把握しやすいよう、提出資料の例⽰や参考事例を整理することを検討し
ます。

46 審査
⽬指す耐震性能グレードによって指摘事項や求められる検討内容は異なるのでしょうか。

初期段階で提出いただく建物概要、設計⽅針、解析条件、⼊⼒地震動、応答解析結果等の基本資料は、原則と
して共通です。そのうえで、⽬標グレードに応じて必要となる追加説明や確認事項が⽣じる場合があります。

47 審査 17

JSCA耐震性能認証_実施要領（案）
P1 認証の対象
確認済前に⾏わない理由はなんですか。
JSCAの性能認定にて部材等が変わるようなことが起こった場合、済証も取り直しとなることを想定しています
か。

本認証は、建築確認その他の法令適合性を再審査する制度ではなく、確認申請等を経た設計図書に基づき、耐
震性能グレードを評価する制度です。確認済後を基本とするのは、確認申請等における指摘や変更が反映され
た図書を前提に評価するためです。なお、本認証は応答値等に基づく耐震性能評価を⾏うものであり、法適合
性を判定するものではありません。認証過程で設計変更が必要となる場合には、建築確認上の取扱いも含めて
申請者側で適切に整理いただくことになります。

48 審査
評点に影響する⾮構造部材の変更や設備更新が⽣じた場合は、その度に認証の取り直しが必要になるのでしょ
うか。（本来は取り直すべきと考えますが）⽤途に応じて緩和規定を設けるなど⾏わないと、業界に浸透しな
いのではないありませんか。

変更がある場合は、完了済証の交付後に変更の認証を取得して下さい。
これは、テナント誘致等で活⽤が想定される本認証と完成建物の設計内容が異なることを避けるためです。

49 審査
「時刻歴応答解析を原則とする」との記載について、例外の有無および適⽤条件をご教⽰ください。

現時点では、本認証における技術的評価は、時刻歴応答解析により応答値を算定することを基本としていま
す。したがって、当⾯は時刻歴応答解析に基づく評価を対象とします。時刻歴応答解析によらない評価⽅法に
ついては、今後の制度運⽤や知⾒の蓄積を踏まえ、将来的な拡張課題として検討します。

50 誤記・表現 8
表4.4内の構造グレードという表記は、図4.1の表現と整合させて耐震性能グレードとすべきではないか？ 修正しました。

51 誤記・表現
5-2-3.⾮構造部材・建築設備の評価
表5.7 ⾮構造部材の評価点 設計上下ʼ深ʼ度⇒設計上下ʼ震ʼ度に修正必要です。

修正しました。

52
閾値 ⾮構造
設備

18
表5.7中「設計上下深度」⇒「設計上下震度」（誤字） 修正しました。



53 誤記・表現
「完了検査済証の交付の対象とした設計図書（完成図書）」は「交付の対象となった設計図書」の⽅が⾃然な
表現ではないかと思います。

修正しました。

54 誤記・表現 7章

「建築主・建物管理者等は、認証取得済みであることを、テナント誘致等に利⽤当することができる。」
「利⽤当すること」の意味が不明です。誤記であれば修正が必要と思われます。
「認証書により、建築物の性能情報が関係者間で共有されやすくなる。」についても、どの関係者を想定して
いるのか明確にした⽅がよいと思います。
同様に、7章の2、3についても、記載内容の対象者がやや分かりにくく感じました。

「利⽤当する」は誤記であり、「利⽤する」に修正します。また、「関係者」については、建物所有者、建築
主、テナント、建物管理者、利⽤者等を想定していることが分かるよう補⾜します。

55

4-4 構造体と⾮構造部材・建築設備の評価の関係
「構造体と⾮構造部材・建築設備は並⾏して評価され、いずれかの性能が⽬標⽔準に達しない場合には、建築
物全体として⾼いグレードの認証は⾏わない。」
⾮構造部材や建築設備は、建物運⽤期間中に更新・改修される可能性が⾼い⼀⽅、構造体は⼀般的に改変され
にくいものです。そのため、両者を完全に連動させて認証グレードを決定することが適切かについては、検討
の余地があるように感じます。

⾮構造部材・建築設備は建物運⽤期間中に更新・改修される可能性があるため、認証時点の評価であることを
明確にし、改修等により評価結果に影響が⽣じる場合には、必要に応じて再確認または再認証を⾏うことが可
能です。

56 誤記・表現 5章

5-2-1 時刻歴応答解析に関する記載
「解析にあたっては、⼊⼒地震動の設定、モデル化の⽅針、解析条件などを明確にし、制度が定める性能指標
に照らして妥当性を確認する。」
「⼊⼒地震動の設定、モデル化の⽅針、解析条件などを明確にする」ことは申請者（構造設計者）の役割です
が、「妥当性を確認する」ことは審査者の役割と理解しています。
また、「必要に応じて、解析条件やモデルの妥当性について補⾜資料を添付する。」は申請者側の⾏為を⽰し
ています。
そのため、⼀連の⽂章の中で申請者と審査者の役割が混在しているように読めます。主語や対象者を整理する
と分かりやすくなると思います。

審査側は、提出資料に基づき、認証要領に定める性能指標や評価基準との整合を確認します。本要領を審査要
領から認証要領と名称を変更しました。

57 誤記・表現

「⽔準」の⽤語について
審査要領全体を通じて「⽔準」という⽤語が多く⽤いられていますが、⽂脈によって、
 •認証グレードを指している場合
 •性能の達成度を指している場合
 •判定の閾値を指している場合

など、異なる意味で使⽤されているように感じました。
制度利⽤者や申請者の誤解を防ぐためにも、「グレード」「性能レベル」「判定閾値」など、対象に応じて⽤
語を使い分けるか、あるいは⽤語の定義を明確にした⽅がよいのではないでしょうか。

整理しました。

58 誤記・表現

「設計者」の⽤語について
審査要領中に「設計者」という表現が複数箇所で⽤いられています。
本制度は建築物の構造性能評価を対象としていることから、意図する対象が構造設計者である場合には、「構
造設計者」と明記した⽅が分かりやすいと感じました。

本認証は、構造耐⼒上主要な部分だけでなく、⾮構造部材および建築設備を含めた建築物全体の耐震性能を対
象としています。そのため、本⽂中では原則として「設計者」と表記しています。これは、構造設計者のみな
らず、意匠設計者、設備設計者等を含め、建物全体として耐震性能を検討する必要があるためです。

1 審査プロセス 1

認証要領P1 審査プロセスと技術的評価
審査対象建物は全国と⾔う理解で良いですか。
その場合委員会は東京で実施されるのですか。
図書を提出しWEBで委員会を開催も可能ですか。

全国の建物に対して認証を⾏います。
部会・委員会ともWEBでの開催が可能です。
対⾯の場合は、JSCA本部（東京都千代⽥区）で開催します。

2
認証のメリッ
ト

23
JSCA耐震性能認証_審査要領（案）
P23 JSCA耐震性能認証書の交付
具体的に補助⾦や保険など建物所有者にとって⾦銭的なメリットがある項⽬はありませんか。

住宅性能表⽰制度のような耐震性能の等級に応じた地震保険料の割引はありません。地震保険の交渉時に本認
証を利⽤していただくことを想定しています。

3
認証のメリッ
ト

本制度を建築主に勧めるに当たって地震保険や税制上の利点など、今後に向けてJSCAとして考えていることが
あれば伺いたいです。（単に、第三者による認証というだけでは建築主に勧めにくいと感じます。）

4
認証のメリッ
ト

（⼀社）⽇本建築防災協会が組織する全国耐震ネットワーク委員会に参加している耐震判定委員会が、耐震診
断、耐震改修設計に対して「判定書」を交付しています。
また、住宅ローン減税の要件を満たすためのの要件として、「耐震基準適合証明書」があります。
ＪＳＣＡ耐震性能認証がどのような性能を認証するのかを明⽰すること及びＪＳＣＡ耐震性能認証を取得する
ことにより、どのようなメリットがあるのかを明⽰る必要があると思います。

5
認証のメリッ
ト

・認証費⽤の⽬安および算定⽅法についてご教⽰いただけますでしょうか。
・認証取得と「継続使⽤」との関係が不明確に感じられます。被災後には別途、被災度判定が必要と考えられ
るため、実質的には被災度判定で有利になる可能性が⾼まる程度の理解で合っていますでしょうか。
・実務上はブロンズ・シルバーが⼤半になると想定されますが、シルバー以下の取得のメリットが明確でない
ため、本認証の普及が限定的とならないでしょうか。

・認証費⽤についてはJSCAのホームページに公開します。
・建築基準法が求める安全性にとどまらず、⾼グレード（platinum、gold）では、建築基準法の想定を上回る
規模の巨⼤地震に対する性能も確認することで、⼤地震後の安⼼と事業継続性を⾼めることができると考えま
す。
・建築基準法では⾼さ60ｍ以下の建物については時刻歴応答解析を求めていません。建築主と設計者が協議の
上、付加制震構造などで応答層間変形⾓を抑制し被害の程度を⼩さくする取り組みを認証し、資産価値を⾼め
て可視化することは本認証のメリットと考えます。

6 認証費⽤
審査費⽤について知りたい。（認証区分でも⾦額が異なるのでしょうか。）

JSCAのホームページに公開します。

7 認証の対象
認証の対象として既存建物の場合、2014年4⽉以降としているのはなぜでしょうか。 特定天井に関する建築基準法施⾏令および関連告⽰の施⾏⽇（平成26年（2014年）4⽉1⽇）以後としていま

す。

8
認証の対象規
模

本評価体系の策定に携わられた皆様に心より感謝申し上げます。膨大なご労力を費やされたことと拝察いたし
ます。
本制度は、構造技術者の専門性を活かして社会に貢献するための仕組みとして、大変意義のあるものと感じま
した。
一方で、現時点では比較的大規模な組織に所属する技術者の職能が活かされやすい体系であるようにも感じて
おります。今後、本制度の活用が進展する中で、個人事務所や小規模な組織で活動する技術者についても、そ
の専門性を活かして社会貢献できるような仕組みへと発展していくことを期待しております。

将来的には低層建物に対する認証も検討する予定です。

9
認証の対象規
模

⾼さ45m以下の建物は本認証の対象外との理解でよろしいでしょうか。認証制度の普及を考慮すると、45m以
下の建物も対象とされた⽅が望ましいのではないかと考えます。

将来的には低層建物に対する認証も検討する予定です。

10
認証ラベル表
⽰

認証ラベルにおいて、構造躯体・⾮構造部材・建築設備それぞれの評価結果は表⽰不要でしょうか。 認証ラベル（希望制）の表⽰は、例えば、「GOLD／⾮構造☆☆／建築設備☆☆」とします。

11
認証のタイミ
ング

P7 免責事項の所で、⼯事中の変更・指⽰を反映した完成図書の評価とありますが、
実務者としてはPJの質を上げるべく、例えば基本設計中で実施設計開始までに完了させておきたい、若しくは
基本計画中。そうなると、⾏くところまで⾏ってからの審査ではJSCAの認証の審査過程でのフィードバックを
受けて盛り込むタイミングが後⼿になる為、審査に⼆の⾜を踏んでしまう実務者が多くなるのではと懸念して
います。設計段階での審査から開始し、最終で審査上の指摘項⽬を反映した設計図書を追加提出した上で、認
証交付とした⽅が運⽤上は好ましいのでは？と思います。

設計段階での事前相談は可能です。
実施要領、第2（認証の対象）において、「原則、建築確認・検査済証を取得した建築物とする。新築建物につ
いては建築確認済証を取得後とすることができる。ただし、完了検査済証を取得する建物完成までに変更が
あった場合は認証を再取得するものとする。」と定めています。
これは、テナント誘致等で活⽤が想定される本認証と完成建物の設計内容が異なることを避けるためです。

12 誤記・表現 実施細則P8 審査ʼ機関ʼ⇒審査期間に修正必要です。 修正しました。

建物としての耐震性を⽰す客観的な指標としての位置づけとしています。テナント誘致や地震保険の交渉時に
利⽤していただくことを想定しています。
また、グレードを上げることにより地震時の補修費を抑える効果や、補修に関わるCO2削減にも効果があると
考えます。



13 誤記・表現

実施細則
（1）第1条
「性状の認証」とありますが、本制度が評価対象としている内容からすると、「性能の認証」の⽅が⼀般的で
あり、より分かりやすい表現ではないでしょうか。
（2）3.5
「所定の銀⾏⼝座」とありますが、⼀般的には「指定の銀⾏⼝座」の⽅が理解しやすい表現と思われます。
（3）6.2
「経過報告書」とは、「認証審査経過報告書」を指しているのでしょうか。対象となる⽂書を明確にしていた
だけると分かりやすいと思います。
（4）7.2
認証審査報告書の保管期間について記載が⾒当たりませんでした。永久保存を想定しているのか、あるいは⼀
定期間の保存を想定しているのかをご教⽰いただければと思います。
（5）8.4
「報告書」とは、「認証審査報告書」を指しているのでしょうか。別の報告書を含む場合は、その範囲を明確
にしていただけると理解しやすいと思います。

表現等について修正しました。
認証審査報告書の保管期間は認証書交付から15年間とします。

14 構造⼠の関与
応募資格に「JSCA構造士」、或いは「JSCA構造士の関与」を付加してはどうか、或いは付加すべきと考えまし

た。JSCA構造士の地位向上或いは認知、メリット向上に十分役立つと考えます。是非、ご一考下さい。

現時点では、広く応募を可能とするために応募資格に「JSCA構造⼠」、或いは「JSCA構造⼠の関与」を付加し
ていません。


